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序章　PFASの定義・分類、規制、分解技術（総論）

神奈川大学理学部　　堀　久男

はじめに
ここ数年、各地の環境水や基地、工場周辺の地下水などからPFASと呼ばれる有機フッ素化合物が検

出されている。報道ではPFOS、PFOA、さらにはPFHxSなどの単語も出てきて、それらの単語がごちゃ

ごちゃして、さらにはng/L（nはナノ、10憶分の1）とか、一般人には途方もない数字の記号も出てき

て混乱している。有機フッ素化合物 = PFASと表現している報道もある。これは間違いで，PFASをか

なり広くとらえている2021年の経済協力開発機構（OECD）の定義でさえもPFASとは見なされない有

機フッ素化合物が多数存在する。例えばベンゼン環にフッ素原子が結合したような化合物とか、テト

ラフルオロエチレン（CF2=CF2）はPFASではない。もっとも定義は国際機関や国によって異なり、し

かも時期によって変化しているので混乱するのは当然である。そこで本稿ではまず、PFASとはどうい

う化合物を意味するのか、有機フッ素化合物との違いは何なのかということから解説したい。

1.　PFASと有機フッ素化合物
有機フッ素化合物とは何だろうか。これは炭素・フッ素結合（C-F）を持つ化合物で、この結合が

一つでもあれば有機フッ素化合物となる。この中にPFASが含まれるのであるが、PFASという単語が

現在のようなPer- and polyfluoroalkyl substances（荒っぽく言うとフッ素原子をたくさん持つ有機化

合物）の略称として使用され始めたのは意外に新しくて2010年代以降である。もちろん、それ以前か

らPFASの代表的な化合物であるペルフルオロオクタンスルホン酸（C8F17SO3H, PFOS）や、ペルフル

オロオクタン酸（C7F15COOH, PFOA）が環境中に広く残留し、人間をはじめとする生物の体内に蓄積

していることは知られていたのであるが、これらは界面活性剤として使用されていたことから、こうい

う化合物を総称する場合はFluorochemical surfactants（フッ素系界面活性剤）、Perfluorocarbons

（PFCs）、あるいはPFOS, PFOA related chemicals（PFOS, PFOA関連物質）のように呼ばれていた。た

だしPFCsという単語は1997年の京都議定書でテトラフルオロメタン（CF4）などの温室効果ガスの意

味で使われていたのでガス状化合物と混同される懸念があった。また、当時PFASは多くの学術文献や

OECDの報告書ではペルフルオロアルキルスルホン酸（ペルフルオロアルカンスルホン酸とも言い、こ

ちらの方が正しい）の陰イオンの部分（Perfluoroalkyl sulfonate, CnF2n+1SO3
–, ここでnは正の整数）の

意味で使われており1）、著者も論文を執筆する際にはそうしていた。いろいろ調べたところ2003年に

発行されたHecksterらの論文でPFASをPerfluoroalkylated substancesの略称として用いていたので、

PFASを現在に近い意味で使い始めたのは著者の知る限りこの論文である2）。もっとも当時はそれぞれ

の論文の著者が連続している英単語の頭文字を適当に選んで略称を付けていたので深い意味はない。

我々も例えばNonafluoro-3,6-dioxaheptanoic acid（CF3OC2F4OCF2COOH）の頭文字をとってNFDOHA

と勝手に略していたが3）、その後他の論文でも使われていた。早い者勝ちの世界である。
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2011年に産業界や環境分析の研究者が合同でPerfl uoroalkyl and Polyfl uoroalkyl Substances in the 

Environment: Terminology, Classifi cation, and Originsと題した論文を発行した4）。これはPFASを構

造に基づいて定義しようとした初めての試みであり、PFASという単語はそれ以降、普及したと思わ

れる。ただ、この論文は題名の通り環境中での有機フッ素化合物を主に記述している。従ってPFAS

はPFOA、PFOS、あるいは環境中でそういう化合物に変化するもの（前駆体という。例えばフルオロ

テロマーアルコール（FTOH）の一種であるC8F17CH2CH2OH）のような、分子構造の中にペルフルオ

ロアルキル基（CnF2n+1–）を持つ化合物という意味で使われている。

転機を迎えたのはOECDが2013年6月に出した報告書である5）。そこでの分類を図1に示す。

図1　OECDによるPFASの分類（2013年時点）（OECD発行、参考文献5、Figure 1より一部改変）

PFASが非ポリマー（Non-polymers）とポリマー（Polymers）に分類されている。非ポリマーには

ペルフルオロカルボン酸類（PFCA類）やペルフルオロアルカンスルホン酸類(PFSA類）があり、ポ

リマーにはフッ素ポリマーや側鎖がフッ素化されたポリマー、およびポリフルオロエーテルがある。

この時，初めてPFASにフッ素ポリマーが含まれることになり、環境中で問題となっている化合物、あ

るいは環境中で分解してしてそういうものになる化合物という範囲から拡大することになった。OECD

は2018年にさらに報告書を発行し、市場に出回っている可能性があるPFASとして–CnF2n–（n ≥ 3）あ

るいは –CnF2nOCmF2m −（n, m ≥ 1）という構造に焦点をあて、4730種類の化合物が存在すると指摘

している6）。OECDは2021年7月に再度定義を変えた7）。その定義は一部の例外を除いてペルフルオ

ロメチレン基（–CF2–）もしくはペルフルオロメチル基（CF3–）を一つでも持つ化合物である。ただ

しその基にH, Cl, Br, またはI 原子が結合する場合を除いている。こうなると対象化合物は産業界での

使用の有無を問わず700万種あると言われている8）。米国環境保護庁（EPA）も2021年にPFASの定
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義を発表した9）。その定義は「R–(CF2)–C(F)(R1)R2, ここでCF2とCF部分の炭素原子は飽和しておりR, 

R1, R2は水素原子ではない」というユニットを持つ化合物である。こちらの方がOECDの定義より対

象物の範囲は狭い。例えばトリフルオロ酢酸（CF3COOH, TFA）はOECDの定義ではPFASに入るが、

EPAの定義ではPFASに入らない。2023年に欧州化学品庁（ECHA）はPFAS包括規制案を発表したが、

そこでの対象化合物は2021年のOECDの定義に準じている10）。ただし全く同じという訳ではなく、

「CF3-XまたはX–CF2-X’において、 X が -OR または -NRR’ で、X’ がメチル基、メチレン基、芳香族、

カルボニル基、 -OR”、-SR” または –NR”R‴ で 、R, R’, R”, R‴ は水素、メチル基、メチレン基、芳香族

またはカルボニル基 の場合を除く」とある。規制当局の定義は必ずしも構造だけで決めているわけ

ではなく、不安定なものや、産業上大事なものは除くとか、いろいろ判断があると思われる。

2.　生体蓄積性の発見と規制の経緯
各国別の規制の詳細については本書の別の章で専門家が執筆されるのでここでは経緯の概要だけ紹

介したい。人工化学物質である有機フッ素化合物が生体内に存在していることは意外に古くから知ら

れていた。人間の血清中に存在していることを初めて明らかにしたのはロチェスター大学のTavesで、

1968年のことである11）。当時は1975年に世界で初めてDionex社よりイオンクロマトグラフが販売

される前だったため、イオン電極法で試料中のフッ化物イオンの濃度を測定している。その結果、試

料を灰化させるとフッ化物イオンの濃度が増加したためフッ化物イオンとは異なる”別のFluoride”が

含まれていることを指摘した。さらに1976年には19F NMRを用いてこの”別のFluoride”のスペクト

ルがPFOAのスペクトルと類似していることを報告した12）。しかし、このような事実は一部の専門家

の間でしか知られることはなかった。巷間に知られるようになったのはTavesの報告から30年以上経

た2000年である。2000年5月16日に当時世界のPFOSの生産量の9割を製造していた3M社が、生体

蓄積性の懸念から2003年以降その製造を中止すると発表し、その決定の判断材料となった内容が

2001年になって学術誌に公表された。まずHansenらが高速液体クロマトグラフ・タンデム質量分

析法（LC-MS/MS）を用いて人間の血清中のPFOS、PFOA、およびPFHxSを定量した結果、試料中に

これらが数～数十ng/mLの濃度で含まれていることを報告した13）。これらの化合物に含まれるフッ

素原子の濃度は（例えばPFOA １分子はフッ素原子を15個持っているので1 モルのPFOA中のフッ素

原子は15 molとなる）、前述のTavesの報告値とオーダーが一致するため、古典的な方法で求めた

Tavisらの値は正しかったと言える。さらにミシガン州立大学のGiesyとKannanによりPFOSが極地

の動物や鳥類の体内に存在していることや14）、トロント大学のMartinらによりPFOAやペルフルオロ

ノナン酸（C8F17COOH, PFNA）も野生生物に蓄積していることが報告された15）。そこでEPAは2002

年4 月にPFOS および関連した13物質についてsignificant new use rule（SNUR，重要新規利用規制）

の適用を開始した16）。SNUR とは有害性がまだ解明されていない一方で、人や環境にリスクをもたら

す恐れがあると判断された化学物質の製造や輸入を制限する規則である。著者の知る限り、これが世

界で最初のPFOS規制であり、有機フッ素化合物の生体蓄積性の発見と規制は米国で始まったわけで

ある。2003年1月には続いてPFOS関連 75 物質17）、 2007年11月にはさらに183 物質18）について
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